
電子提供措置事項のうち法令及び定款に基づく

書面交付請求による交付書面に記載しない事項

第131期（2024年４月１日から2025年３月31日まで）

・事業報告の「業務の適正を確保するための体制」

・事業報告の「業務の適正を確保するための体制の運用状況の概要」

・連結計算書類の「連結注記表」

・計算書類の「個別注記表」

上記事項につきましては、法令及び当社定款第15条に基づき、書面交付請求をいただ

いた株主様に対して交付する書面には記載しておりません。
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業務の適正を確保するための体制

当社は、会社法及び会社法施行規則に定める「業務の適正を確保するための体制」（以下「内部統

制システム」という）について、取締役会において決議しております。

その概要は下記の通りです。

１．基本的な考え方

(1) 当社は、会社の基本的な姿勢を示す「企業理念」及び従業員が実践すべき「行動指針」に基づ

き、当社及び当社グループ会社からなる企業集団が事業活動を行うものとする。

(2) 当社は、業務の適正を確保するために必要な体制（以下「内部統制システム」という）の整備を

組織が健全に維持されるために必要なプロセスであり、かつ、事業目的達成のために積極的に活用

すべきものであると認識し、以下の「内部統制システム」を構築し、株主をはじめとするステーク

ホルダーの利益に適う経営を行っていくこととする。

２．当社の取締役の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保するための体制

(1) 当社は、法令及び定款に基づき、会社の機関として、株主総会、取締役、取締役会、監査役、監

査役会及び会計監査人をおく。又、取締役、監査役については、独立性のある社外取締役、社外監

査役をおく。取締役、代表取締役、役付取締役、監査役候補者および執行役員候補等の指名、取締

役の基本報酬及び賞与並びにその処遇案に関する任意の諮問機関として、過半数を社外役員で構成

する「指名・報酬委員会」を設置している。

(2) 取締役は、法令及び定款並びに株主総会の決議を遵守し、取締役が負うべき善良な管理者として

の注意を払う義務及び忠実にその職務を行う義務を負う。取締役の任期は１年とし、経営環境の変

化に迅速に対応する。取締役会は、取締役が法令及び定款を遵守しているか、又、「内部統制シス

テム」に関する基本方針に従い、適切に「内部統制システム」を構築し、それを運用しているかを

監督する義務を負う。

(3) 取締役は、財務報告の信頼性を確保し、又、会社情報を適正かつ適時に開示するために必要な体

制を整備する。

３．当社の取締役の職務の執行に係る情報の保存及び管理に関する体制

当社は、様々な媒体で取り扱う業務上の情報について、保存や廃棄、管理の方法を規定等に定め、

その規定等に従い情報を適切に保存及び管理する。

４．当社及び当社グループ会社の取締役の職務の執行が効率的に行われることを確保するための体制

(1) 取締役会は、当社及び当社グループからなる企業集団の事業の方針、事業計画、経理・財務、研

究・開発等に関する重要事項の決定並びに取締役の業務執行の監督等を行う。

(2) 取締役会は、業務執行の迅速化と責任の明確化を図るため、執行役員を選任し、取締役会が決定

した特定の業務領域において業務を執行させる。

(3) 社長以下取締役、執行役員および監査役全員をメンバーとする経営会議を設け、具体的な業務目

標を定め、その進捗を管理する。

５．当社の使用人（会社内部の指揮命令下にあるもの、従業員）並びに当社グループ会社の取締役及び

使用人の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保するための体制

(1) 当社は、「企業理念」のもと、社会規範の遵守と倫理観の高揚に関する教育をするなど、従業員

のコンプライアンス意識の徹底、健全な企業風土の醸成に努める。

(2) 当社は、コンプライアンスを統括する「コンプライアンス委員会」を設置して、当社のコンプラ

イアンス状況を調査・監督し、必要なときは改善を勧告する。

(3) 当社は、コンプライアンス違反やそのおそれがある場合の通報を受け付ける内部通報窓口を設置

して、事態の迅速な把握と是正に努める。
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(4) 当社は、従業員が行う業務の適正、有効性を検証するため、内部監査部門を設置する。さらに、

監査役、会計監査人、内部監査部門等の監査による指摘事項に対しては、被監査部門等において、

一定期間内に適切な改善策をとることとする。

(5) 当社は、主要な当社グループ会社に対し当社と同等のコンプライアンス体制を導入し、適切に運

用するように求めるとともに、内部監査を実施することにより、当社グループ会社の適切な内部統

制の構築、維持、改善を図る。

６．当社及び当社グループ会社の損失の危険の管理に関する規定その他の体制

(1) 当社は、当社及び当社グループ会社から成る企業集団のリスクに関する意識の浸透、リスクの早

期発見及び顕在化の未然防止、緊急事態発生時の対応等を定めた規定を整備する。

(2) 当社は、当社及び当社グループ会社のリスクを統括する「リスク管理委員会」を設置してリスク

マネジメントに関する計画の立案・実行を推進する。

７．当社及び当社グループ会社の事業運営、並びに当社グループ会社の取締役等の職務の執行に係る事

項の当社への報告に関する体制

当社は、当社グループ会社に対して、事業の方針、事業計画、その他事業上の重要事項について報

告を求めるとともに、当社グループ会社の運営や経営戦略に関し、相互理解を深め、共有化に努め

る。

８．当社の監査役の監査が実効的に行われることを確保するための体制

(1) 監査役がその職務を補助すべき使用人を置くことを求めた場合における当該使用人に関する事項

及び当該使用人の取締役からの独立性に関する事項

監査役からその補助者を置くことを求められた場合には、取締役からの独立性の問題も含め十分

意見交換を行い、監査役の監査が実効的に行われるよう対処する。

(2) 監査役への報告に関する体制

① 当社の取締役及び従業員、並びに当社グループ会社の取締役、監査役及び従業員は、法令に基

づく事項の他、当社の監査役が求める事項について、適宜、当社の監査役へ報告を行う。

② 当社の取締役は、内部監査部門の実施する内部監査の計画、内部監査実施の経過及びその結果

について、監査役へ報告を行う。

③ 当社は、当社の取締役及び従業員、並びに当社グループ会社の取締役、監査役及び従業員が当

社の監査役への報告を理由として不利な取扱いを受けないことを確保できる体制を整備する。

(3) 監査役の職務の執行について生じる費用に関する事項

当社の監査役の職務の執行について生じる費用は、監査役の職務の執行に必要なものを確保する

体制を整備する。

(4) その他監査役の監査が実効的に行われることを確保するための体制

① 代表取締役は、監査役と定期的に会合を持ち、会社が対処すべき課題、会社を取り巻くリス

ク、監査役監査の環境整備の状況等について意見を交換し、相互認識を深める。

② 当社は、当社の監査役が、当社グループ会社の監査役その他の監査担当者との情報交換に努

め、連携して当社グループ会社の監査の実効性を確保できる体制の整備に努める。

９．反社会的勢力排除に向けた体制

当社及び当社グループ会社は、市民社会の秩序や安全及び企業の健全な活動に脅威を与える反社会

的勢力に対しては、毅然とした態度で臨み、一切の関係を遮断するなど適切な対応をとる。
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業務の適正を確保するための体制の運用状況の概要

当社の「業務の適正を確保するための体制」（内部統制システム）は、企業理念を会社経営の基本

的なあり方とし、行動指針を実践すべき業務運営の指針として内部統制システムの基本的な考え方に

従い、以下の通り運用しています。

(1) 取締役の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保するための取組みについて

① 取締役の業務執行に対する監査、監督機能をより一層強化するために、社外取締役、社外監査

役を選任しています。

② グループ全体のコンプライアンスを徹底するための体制の確立・運営について、社長を委員長

とした「コンプライアンス委員会」が指導・支援しています。また、内部通報制度を通じた通報

についてはコンプライアンス違反やそのおそれに対して事態の迅速な把握と是正に取組んでいま

す。

③ 内部監査については、専任の組織を設置し、当社及びグループ会社に対して実施し、内部統制

に関連する概要について内部統制委員会に報告しています。

(2) リスク管理に関する取組みについて

① 当社及びグループ会社のリスクを統括する「リスク管理委員会」を設置し、リスクの早期発

見、リスク顕在化の未然防止及び発生したリスクへの適切な対処を行うことで事業の円滑な運営

に資する活動に取組んでいます。

② リスク管理規定に基づき、各部門におけるリスクの抽出とそれに対するアクションプログラム

を作成し、リスクの回避・軽減のための対策を進めています。

(3) 当社及びグループ会社の取締役の職務の執行が効率的に行われることを確保するための取組みに

ついて

当社は、定例の取締役会を毎月１回、社長以下取締役、執行役員および監査役全員をメンバーと

する経営会議も毎月１回開催し、当社グループの事業の方針、事業計画、経理・財務、販売、研

究・開発、生産等に関する重要事項の決定並びに取締役の業務執行の監督等を行っております。

また、グループ会社の重要事項については、当該事項を当社に適時、適切に報告するとともに、

当社各種規定に基づいて承認もしくは決裁等を実施しております。

(4) 監査役の監査体制に関する取組みについて

当社の監査役は、取締役会、経営会議、内部統制委員会、その他の重要会議に出席するほか、当

社社長、取締役および執行役員、グループ会社の代表者との意見交換を行うとともに、内部監査部

門から定期的に報告を受けています。また、会計監査人とは、監査計画の協議、監査結果の報告の

受領、意見交換を行う等、監査役が必要とする情報の適切な提供を受け、監査を実施しています。
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連連連連連 結結結結結 注注注注注 記記記記記 表表表表表

＜＜＜＜＜連結計算書類の作成のた連結計算書類の作成のた連結計算書類の作成のた連結計算書類の作成のた連結計算書類の作成のための基本となる重要な事めの基本となる重要な事めの基本となる重要な事めの基本となる重要な事めの基本となる重要な事項に関する注記項に関する注記項に関する注記項に関する注記項に関する注記等等等等等＞＞＞＞＞

１．連結の範囲に関する事項

(1) 連結子会社の数及び主要な連結子会社の名称

連結子会社の数…………………………６社

主要な連結子会社の名称………………ジャパンカーボライン㈱、㈱九州シントー、シントーファ

ミリー㈱、PT. Shinto Paint Manufacturing Indonesia

(2) 非連結子会社の名称等

非連結子会社の名称……………………Shinto TOA Vietnam Co., Ltd.

連結の範囲から除いた理由

非連結子会社は、小規模であり、総資産、売上高、当期純損益（持分に見合う額）及び利益剰

余金（持分に見合う額）等は、いずれも連結計算書類に重要な影響を及ぼしていないためであり

ます。

２．持分法の適用に関する事項

(1) 持分法を適用した非連結子会社及び関連会社の数……５社

主要な会社等の名称……………………神東アクサルタコーティングシステムズ㈱等

(2) 持分法を適用しない非連結子会社及び関連会社のうち主要な会社等の名称……

Shinto TOA Vietnam Co., Ltd.

SHINTO-WELBEST MANUFACTURING，INC．

持分法を適用していない理由

持分法を適用していない非連結子会社及び関連会社は、当期純損益（持分に見合う額）及び利

益剰余金（持分に見合う額）等からみて、持分法の対象から除いても連結計算書類に及ぼす影響

が軽微であり、かつ、全体としても重要性がないためであります。

(3) 持分法の適用の手続について特に記載すべき事項

持分法適用会社のうち、決算日が連結決算日と異なる会社については、各社の直近の事業年度に

係る計算書類を使用しております。

(4) 連結子会社の事業年度等に関する事項

連結子会社の決算日は、PT. Shinto Paint Manufacturing Indonesia（12月31日）を除き、連結

決算日と一致しております。PT. Shinto Paint Manufacturing Indonesiaについては、同社の決算

日現在の計算書類を使用して連結決算を行っております。ただし、連結決算日までの期間に生じた

PT. Shinto Paint Manufacturing Indonesiaとの重要な取引については、連結上必要な調整を行っ

ております。

３．会計方針に関する事項

(1) 重要な資産の評価基準及び評価方法

① 棚卸資産の評価基準及び評価方法 ：移動平均法による原価法（貸借対照表価額は収益性の低

下による簿価切下げの方法により算定）

② 有価証券の評価基準及び評価方法

その他有価証券

市場価格のない株式等以外のもの：時価法（評価差額は、全部純資産直入法により処理し、

売却原価は、移動平均法により算定）

市場価格のない株式等 ：移動平均法による原価法
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(2) 重要な減価償却資産の減価償却の方法

① 有形固定資産 ：定額法によっております。

なお、耐用年数については、主として法人税法に規定す

る方法と同一の基準によっております。

② 無形固定資産 ：定額法によっております。

なお、耐用年数については、主として法人税法に規定す

る方法と同一の基準によっております。

ただし、自社利用のソフトウェアについては、社内にお

ける利用可能期間（５年）に基づく定額法によっており

ます。

(3) 重要な引当金計上基準

① 貸倒引当金 ：売掛債権等の貸倒れによる損失に備えるために設定して

おり、一般債権については貸倒実績率により、貸倒懸念

債権等特定の債権については個別に回収可能性を検討

し、回収不能見込額を計上しております。

② 賞与引当金 ：従業員に対して支給する賞与に充てるため、当連結会計

年度分に対応する支給見込額を計上しております。

③ 役員賞与引当金 ：役員に対して支給する賞与に充てるため、当連結会計年

度分に対応する支給見込額を計上しております。

④ 役員退職慰労引当金 ：一部の子会社は、役員退職慰労金の支出に備えて、内規

に基づく当連結会計年度末要支給額を計上しておりま

す。

⑤ 品質不適切行為関連費用引当金 ：品質に関連する不適切な事象等により、損失の発生が想

定され、かつ、その金額を合理的に見積ることができる

費用等については、当該損失見込額を計上しておりま

す。

(4) 収益及び費用の計上基準

当社グループは、国内において合成樹脂塗料等及び化成品の受託生産を主な事業とし、主に完成

した製品を顧客に供給することを履行義務としており、原則として製品の納入時点において支配が

顧客に移転し履行義務が充足されると判断していることから、当時点において収益を認識しており

ますが、国内の販売においては、出荷時から当該製品の支配が顧客に移転される時までの期間が通

常の期間である場合には、当該製品の出荷時に収益を認識しております。また、収益は、値引きお

よび割戻し等を控除した金額で測定しております。

製品の販売における役割（本人または代理人）が代理人として販売に関与している場合には、総

額から仕入先に対する支払額を差し引いた純額で収益を認識しております。

また、原材料を支給し、加工後の製品を買い戻したうえで第三者に販売する有償支給取引につい

て、支給先から受け取る対価を収益として認識しておりません。
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(5) 退職給付に係る会計処理の方法

① 退職給付見込額の期間帰属方法 ：退職給付債務の算定にあたり、退職給付見込額を当連結

会計年度末までの期間に帰属させる方法については、主

に給付算定式基準によっております。

② 数理計算上の差異及び過去勤務費用

の処理方法

：過去勤務費用については、その発生時の従業員の平均残

存勤務期間以内の一定の年数（10年）による按分額を費

用処理しております。

数理計算上の差異については、各連結会計年度の発生時

の従業員の平均残存勤務期間以内の一定の年数（10年）

による按分額をそれぞれ発生の翌連結会計年度より費用

処理しております。

未認識数理計算上の差異及び未認識過去勤務費用につい

ては、税効果を調整の上、純資産の部におけるその他の

包括利益累計額の退職給付に係る調整累計額に計上して

おります。

＜＜＜＜＜会計基準等の改正等に伴会計基準等の改正等に伴会計基準等の改正等に伴会計基準等の改正等に伴会計基準等の改正等に伴う会計方針の変う会計方針の変う会計方針の変う会計方針の変う会計方針の変更更更更更＞＞＞＞＞

（法人税、住民税及び事業税等に関する会計基準の適用）

「法人税、住民税及び事業税等に関する会計基準」（企業会計基準第27号 2022年10月28日。以

下「2022年改正会計基準」という。）等を当連結会計年度の期首から適用しております。

法人税等の計上区分（その他の包括利益に対する課税）に関する改正については、2022年改正会

計基準第20－３項ただし書きに定める経過的な取扱い及び「税効果会計に係る会計基準の適用指

針」（企業会計基準適用指針第28号 2022年10月28日。以下「2022年改正適用指針」という。）第

65－２項(2)ただし書きに定める経過的な取扱いに従っております。なお、当該会計方針の変更に

よる連結計算書類への影響はありません。

また、連結会社間における子会社株式等の売却に伴い生じた売却損益を税務上繰り延べる場合の

連結計算書類における取扱いの見直しに関連する改正については、2022年改正適用指針を当連結会

計年度の期首から適用しております。なお、当該会計方針の変更による連結計算書類への影響はあ

りません。
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＜＜＜＜＜会計上の見積りに関する会計上の見積りに関する会計上の見積りに関する会計上の見積りに関する会計上の見積りに関する注注注注注記記記記記＞＞＞＞＞

会計上の見積りは、連結計算書類作成時に入手可能な情報に基づいて合理的な金額を算出しており

ます。当連結会計年度の連結計算書類に計上した金額が会計上の見積りによるもののうち、翌連結会

計年度の連結計算書類に重要な影響を及ぼすリスクがある項目は以下のとおりです。

１．固定資産の減損

(1) 当連結会計年度の連結計算書類に計上した金額
(千円)

当連結会計年度

減損損失 8,480

有形固定資産 16,873,821

無形固定資産 126,406

(2) 識別した項目に係る重要な会計上の見積りの内容に関する情報

当社及び連結子会社は、当連結会計年度末における固定資産のうち減損の兆候がある資産または

資産グループについて、回収可能価額が帳簿価額を下回る場合には、帳簿価額を回収可能価額まで

減額し、当該減少額を減損損失として計上することとしております。また、回収可能価額は使用価

値と正味売却価額のいずれか高い金額としております。

事業用資産の将来キャッシュ・フローは、取締役会により承認された事業計画を基礎として算定

しており、当該事業計画は、将来における販売量や原材料価格の高騰について、過去の実績や今後

の市場環境等を考慮して一定の仮定をおいて策定しております。また、正味売却価額については、

鑑定評価額等を基に算定しておりますが、鑑定評価額の算定にあたっては計算手法やインプットデ

ータの選択に当たり一定の仮定をおいて算定しております。

翌連結会計年度以降、事業環境のさらなる悪化などの要因により、主要な仮定に変化があった場

合は、追加で減損損失の計上が必要になる可能性があります。

２．品質不適切行為関連費用引当金

(1) 当連結会計年度の連結計算書類に計上した金額
(千円)

当連結会計年度末

品質不適切行為関連費用引当金 233,697

(2) 識別した項目に係る重要な会計上の見積りの内容に関する情報

品質に関連する不適切な事象等により、損失の発生が予想され、かつ、その金額を合理的に見積

ることができる費用等について、品質不適切行為関連費用引当金を計上しております。

今後の訴訟およびお客様等との協議等の結果によっては、新たな補償費用が発生する可能性があ

り、当社の連結業績に影響を及ぼす可能性がありますが、現時点でその影響額を合理的に見積るこ

とが困難なものについては、品質不適切行為関連費用引当金の計上は行わず、偶発債務として注記

しております。

今後の訴訟およびお客様等との協議等の結果によっては、品質不適切行為関連費用引当金の追加

計上が必要になる可能性があります。
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＜＜＜＜＜連結貸借対照表に関する連結貸借対照表に関する連結貸借対照表に関する連結貸借対照表に関する連結貸借対照表に関する注注注注注記記記記記＞＞＞＞＞

１．担保に供している資産及び担保付債務

(1) 担保資産

(財団抵当)

土地 12,599,354千円

建物・構築物 143,706千円

機械装置 0千円

(不動産抵当)

土地 969,603千円

建物 209,123千円

計 13,921,788千円

(2) 担保債務

短期借入金 3,426,000千円

計 3,426,000千円

(上記のうち工場財団分) 3,426,000千円

２．有形固定資産の減価償却累計額 26,591,092千円

３．事業用土地の再評価

土地の再評価に関する法律（1998年３月31日公布 法律第34号）及び「土地の再評価に関する法律

の一部を改正する法律」（1999年３月31日改正）に基づき、事業用の土地の再評価を行い、当該再評

価差額から再評価に係る繰延税金負債の金額を控除した金額を土地再評価差額金として純資産の部に

計上しております。

(1) 再評価の方法

「土地の再評価に関する法律施行令」（1998年３月31日公布 政令第119号）第２条第４号によ

るところの地価税の計算のために公表された方法により算定した価額に基づいて、奥行価格補正等

合理的な調整を行って算出しております。

(2) 再評価を行った年月日…2000年３月31日

(3) 再評価を行った土地の期末における時価と再評価後の帳簿価額との差額

当連結会計年度末において、再評価を行った土地の時価が再評価後の帳簿価額を上回っているた

め、差額を記載しておりません。

４．圧縮記帳

国庫補助金等による圧縮記帳額は37,356千円であり、連結貸借対照表計上額はこの圧縮記帳額を控

除しております。
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５．偶発債務

当社において、公益社団法人日本水道協会の認証規格（JWWA K139）とは異なる条件で得られた試

験結果により認証を取得した製品、2008年のJWWA K139規格改訂（使用可能な原料を指定）の際、使

用されていた原料の報告を怠ったことにより指定外原料を使用する状態となった製品、同改訂後に指

定外原料を使用して認証登録した製品、日本産業規格への適合性の認証に関する省令に定める基準を

満たしておらずJIS認証の取り消し及び一時停止の通知を受けた製品、及びその他不適切行為が認め

られた製品が確認されました（以下、「本件不適切行為」といいます。）。

公益社団法人日本水道協会の認証規格とは異なる試験条件で得られた結果により認証を取得した製

品及び指定外原料を使用した製品につきましては、2023年３月31日付で認証登録の取消の措置を受け

ておりますが、同日以前に販売したものは、いずれも省令で定める衛生性が確認されております。ま

た、JIS認証の取消及び一時停止の通知を受けた製品及びその他不適切行為が認められた製品はいず

れも塗料性能への影響はないと考えております。また、本件不適切行為に関しては、2024年11月を以

て、すべての認証一時停止が解除されました。今後は、認証取得及び維持のため、引き続き品質体制

の強化に努めてまいります。

なお、2023年５月18日付で株式会社ハズから本件不適切行為に係る損害として総額670百万円の賠

償を求める訴訟の提起を受けており、訴状を2023年６月５日に受領しております。訴訟に関しては弁

護士とも協議のうえ対応してまいります。

現時点で合理的に見積ることが可能な本件不適切行為に係る補償費用については連結計算書類に反

映しておりますが、今後の調停、訴訟およびお客様等との協議の結果によっては新たな補償費用が発

生する可能性があります。

以上のことは当社の今後の連結業績に影響を及ぼす可能性がありますが、現時点でその影響額を合

理的に見積ることが困難なものについては、連結計算書類に反映しておりません。
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＜＜＜＜＜連結損益計算書に関する連結損益計算書に関する連結損益計算書に関する連結損益計算書に関する連結損益計算書に関する注注注注注記記記記記＞＞＞＞＞

１．減損損失

当連結会計年度において、当社グループは以下の資産グループについて減損損失を計上しました。

場所 用途 種類 金額(千円)

福岡県福岡市 事業用資産 建物 8,480

当社グループは、事業の区分を概ね独立したキャッシュ・フローを生み出す最小の単位にて資産の

グルーピングをしております。また、本社、福利厚生施設等については、独立したキャッシュ・フロ

ーを生み出さないことから共用資産としております。連結子会社については、会社単位を最小の資産

グループとしております。

当連結会計年度において、㈱九州シントーは、営業損益が継続してマイナスとなっていることから

減損の兆候があると認められ、帳簿価額と回収可能価額を比較して減損損失を認識すべきと判定する

場合、帳簿価額を回収可能価額まで減額し、当該減少額を減損損失として特別損失に計上しました。

なお、回収可能価額は正味売却価額又は使用価値のいずれか高いほうにより算定しており、正味売

却価額は不動産鑑定評価額等に基づき算定しております。

２．公開買付関連費用

大日本塗料株式会社による当社株式等に対する公開買付に伴い、当連結会計年度に発生した証券会

社や弁護士に対するアドバイザリー費用等であります。

＜＜＜＜＜連結株主資本等変動計算連結株主資本等変動計算連結株主資本等変動計算連結株主資本等変動計算連結株主資本等変動計算書に関する注書に関する注書に関する注書に関する注書に関する注記記記記記＞＞＞＞＞

１．当連結会計年度末の発行済株式の種類及び総数並びに自己株式の種類及び株式数に関する事項

株式の種類 当連結会計年度期首 増加 減少 当連結会計年度末

発行済株式 普通株式(株) 31,000,000 3,060,000 － 34,060,000

自己株式 普通株式(株) 22,904 － － 22,904

（変動事由の概要）

普通株式の発行済株式総数の増加は、第三者割当増資による新株の発行3,060,000株でありま

す。

２．当連結会計年度中に行った剰余金の配当に関する事項

無配のため、該当する事項はありません。

３．当連結会計年度の末日後に行う剰余金の配当に関する事項

無配のため、該当する事項はありません。
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＜＜＜＜＜金融商品に関する注金融商品に関する注金融商品に関する注金融商品に関する注金融商品に関する注記記記記記＞＞＞＞＞

１．金融商品の状況に関する事項

営業債権である受取手形、売掛金及び電子記録債権は、顧客の信用リスクに晒されております。

投資有価証券は主に取引先企業との業務に関連する株式であり、市場価格の変動リスクに晒されて

おります。

営業債務である支払手形及び買掛金、電子記録債務は１年以内の支払期日であります。

借入金は、主に手元運転資金の確保を目的としたものであります。このうち一部は、変動金利であ

るため金利の変動リスクに晒されております。

２．金融商品の時価等に関する事項

2025年３月31日（当期の連結決算日）における連結貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額につ

いては、次のとおりであります。なお、市場価格のない株式等は、次表には含めておりません。

（（注１）を参照ください。）

また、現金は注記を省略しており、預金は短期間で決済されるため時価が帳簿価額に近似すること

から、注記を省略しています。
(単位：千円)

連結貸借対照表
計上額(※)

時価(※) 差額

(1) 受取手形 670,512 670,512 －

(2) 電子記録債権 1,500,457 1,500,457 －

(3) 売掛金 3,939,573 3,939,573 －

(4) 投資有価証券
その他有価証券 309,051 309,051 －

(5) 支払手形及び買掛金 (4,040,656) (4,040,656) －

(6) 電子記録債務 (970,471) (970,471) －

(7) 短期借入金 (4,986,000) (4,986,000) －

(8) 長期借入金 (40,000) (41,301) 1,301

(※)負債に計上されているものについては、（ ）で示しております。

(注１)市場価格のない株式等
(千円)

区分 連結貸借対照表計上額

非上場株式 2,423,541

３．金融商品の時価のレベルごとの内訳等に関する事項

金融商品の時価を、時価の算定に係るインプットの観察可能性及び重要性に応じて、以下の３つの

レベルに分類しております。

レベル１の時価：観察可能な時価の算定に係るインプットのうち、活発な市場において形成される

当該時価の算定の対象となる資産又は負債に関する相場価格により算定した時価

レベル２の時価：観察可能な時価の算定に係るインプットのうち、レベル１のインプット以外の時

価の算定に係るインプットを用いて算定した時価

レベル３の時価：観察できない時価の算定に係るインプットを使用して算定した時価

時価の算定に重要な影響を与えるインプットを複数使用している場合には、それらのインプットが

それぞれ属するレベルのうち、時価の算定における優先順位が最も低いレベルに時価を分類しており

ます。
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(1) 時価をもって連結貸借対照表計上額とする金融資産及び金融負債
(千円)

区分
時価

レベル１ レベル２ レベル３ 合計

投資有価証券

その他有価証券

株式 309,051 － － 309,051

資産計 309,051 － － 309,051

(2) 時価をもって連結貸借対照表計上額としない金融資産及び金融負債
（千円）

区分
時価

レベル１ レベル２ レベル３ 合計

受取手形 － 670,512 － 670,512

電子記録債権 － 1,500,457 － 1,500,457

売掛金 － 3,939,573 － 3,939,573

資産計 － 6,110,543 － 6,110,543

支払手形及び買掛金 － (4,040,656) － (4,040,656)

電子記録債務 － (970,471) － (970,471)

短期借入金 － (4,986,000) － (4,986,000)

長期借入金 － (41,301) － (41,301)

負債計 － (10,038,429) － (10,038,429)

(注) 時価の算定に用いた評価技法及びインプットの説明

投資有価証券

上場株式は相場価格を用いて評価しております。上場株式及び活発な市場で取引されているため、その

時価をレベル１の時価に分類しております。

受取手形、電子記録債権及び売掛金

これらの時価は、一定の期間ごとに区分した債権ごとに、債権額と満期までの期間及び信用リスクを加

味した利率を基に割引現在価値法により算定しており、レベル２の時価に分類しております。

支払手形及び買掛金、電子記録債務、並びに短期借入金

これらの時価は、一定の期間ごとに区分した債務ごとに、その将来キャッシュ・フローと、返済期日ま

での期間及び信用リスクを加味した利率を基に割引現在価値法により算定しており、レベル２の時価に

分類しております。

長期借入金

これらの時価は、元利金の合計額と、当該債務の残存期間及び信用リスクを加味した利率を基に、割引

現在価値法により算定しており、レベル２の時価に分類しております。
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＜＜＜＜＜収益認識に関する注収益認識に関する注収益認識に関する注収益認識に関する注収益認識に関する注記記記記記＞＞＞＞＞

１．顧客との契約から生じる収益を分解した情報
(千円)

売上高

塗料事業

インダストリアル分野 6,669,630

インフラ分野 9,516,795

自動車用塗料分野 3,745,866

その他塗料分野 779,283

化成品事業 47,017

顧客との契約から生じる収益 20,758,594

その他の収益 －

外部顧客への売上高 20,758,594

２．収益を理解するための基礎となる情報

収益を理解するための基礎となる情報は、「連結注記表＜連結計算書類の作成のための基本となる

重要な事項に関する注記等＞３．会計方針に関する事項 (4) 収益及び費用の計上基準」に同一の内

容を記載しているため、注記を省略しております。

３．当連結会計年度及び翌連結会計年度以降の収益の金額を理解するための情報
(千円)

当連結会計年度

顧客との契約から生じた債権（期首残高） 6,414,875

顧客との契約から生じた債権（期末残高） 6,110,543

＜＜＜＜＜１１１１１株当たり情報に関する注株当たり情報に関する注株当たり情報に関する注株当たり情報に関する注株当たり情報に関する注記記記記記＞＞＞＞＞

１株当たり純資産額 399円 59銭

１株当たり親会社株主に帰属する当期純損失 △1円 92銭

＜＜＜＜＜重要な後発事象に関する重要な後発事象に関する重要な後発事象に関する重要な後発事象に関する重要な後発事象に関する注注注注注記記記記記＞＞＞＞＞

該当する事項はありません。
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個個個個個 別別別別別 注注注注注 記記記記記 表表表表表

＜＜＜＜＜重要な会計方針に係る事重要な会計方針に係る事重要な会計方針に係る事重要な会計方針に係る事重要な会計方針に係る事項に関する注項に関する注項に関する注項に関する注項に関する注記記記記記＞＞＞＞＞

１．資産の評価基準及び評価方法

(1) 棚卸資産の評価基準及び評価方法 ：移動平均法による原価法（貸借対照表価額は収益性の低下

による簿価切下げの方法により算定）

(2) 有価証券の評価基準及び評価方法

① 子会社株式及び関連会社株式 ：移動平均法による原価法

② その他有価証券

市場価格のない株式等以外のもの：時価法（評価差額は、全部純資産直入法により処理し、売

却原価は、移動平均法により算定）

市場価格のない株式等 ：移動平均法による原価法

２．固定資産の減価償却の方法

(1) 有形固定資産 ：定額法によっております。

なお、耐用年数については、法人税法に規定する方法と同

一の基準によっております。

(2) 無形固定資産 ：定額法によっております。

なお、耐用年数については、法人税法に規定する方法と同

一の基準によっております。

ただし、自社利用のソフトウェアについては、社内におけ

る利用可能期間（５年）に基づく定額法によっておりま

す。

３．引当金の計上基準

(1) 貸倒引当金 ：売掛債権等の貸倒れによる損失に備えるために設定してお

り、一般債権については貸倒実績率により、貸倒懸念債権

等特定の債権については個別に回収可能性を検討し、回収

不能見込額を計上しております。

(2) 賞与引当金 ：従業員に対して支給する賞与に充てるため、当事業年度分

に対応する支給見込額を計上しております。

(3) 役員賞与引当金 ：役員に対して支給する賞与に充てるため、当事業年度分に

対応する支給見込額を計上しております。

(4) 退職給付引当金 ：従業員の退職給付に備えるため、当事業年度末における退

職給付債務に基づき、当事業年度末において発生している

と認められる額を計上しております。

退職給付債務の算定にあたり、退職給付見込額を当事業年

度末までの期間に帰属させる方法については、給付算定式

基準によっております。

過去勤務費用については、その発生時の従業員の平均残存

勤務期間以内の一定の年数（10年）による按分額を費用処

理しております。

数理計算上の差異については、各事業年度の発生時の従業

員の平均残存勤務期間以内の一定の年数（10年）による按

分額をそれぞれ発生の翌事業年度より費用処理しておりま

す。

(5) 品質不適切行為関連費用引当金 ：品質に関連する不適切な事象等により、損失の発生が想定

され、かつ、その金額を合理的に見積ることができる費用

等については、当該損失見込額を計上しております。
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４．収益及び費用の計上基準

当社は、国内において合成樹脂塗料等及び化成品の受託生産を主な事業とし、主に完成した製品を

顧客に供給することを履行義務としており、原則として製品の納入時点において支配が顧客に移転し

履行義務が充足されると判断していることから、当時点において収益を認識しておりますが、国内の

販売においては、出荷時から当該製品の支配が顧客に移転される時までの期間が通常の期間である場

合には、当該製品の出荷時に収益を認識しております。また、収益は、値引きおよび割戻し等を控除

した金額で測定しております。

製品の販売における役割（本人または代理人）が代理人として販売に関与している場合には、総額

から仕入先に対する支払額を差し引いた純額で収益を認識しております。

また、原材料を支給し、加工後の製品を買い戻したうえで第三者に販売する有償支給取引につい

て、支給先から受け取る対価を収益として認識しておりません。

５．その他計算書類の作成のための基本となる重要な事項

(1) 退職給付に係る処理方法 ：退職給付に係る未認識過去勤務費用の会計処理の方法及

び、未認識数理計算上の差異の会計処理の方法は、連結計

算書類におけるこれらの会計処理の方法と異なっておりま

す。

＜＜＜＜＜会計基準等の改正等に伴会計基準等の改正等に伴会計基準等の改正等に伴会計基準等の改正等に伴会計基準等の改正等に伴う会計方針の変う会計方針の変う会計方針の変う会計方針の変う会計方針の変更更更更更＞＞＞＞＞

（法人税、住民税及び事業税等に関する会計基準」の適用）

「法人税、住民税及び事業税等に関する会計基準」（企業会計基準第27号 2022年10月28日。以

下「2022年改正会計基準」という。）等を当事業年度の期首から適用しております。

法人税等の計上区分（その他の包括利益に対する課税）に関する改正については、2022年改正会

計基準第20－３項ただし書きに定める経過的な取扱い及び「税効果会計に係る会計基準の適用指

針」（企業会計基準適用指針第28号 2022年10月28日。以下「2022年改正適用指針」という。）第

65－２項(2)ただし書きに定める経過的な取扱いに従っております。なお、当該会計方針の変更に

よる計算書類への影響はありません。

また、連結会社間における子会社株式等の売却に伴い生じた売却損益を税務上繰り延べる場合の

連結計算書類における取扱いの見直しに関連する改正については、2022年改正適用指針を当事業年

度の期首から適用しております。なお、当該会計方針の変更による計算書類への影響はありませ

ん。

＜＜＜＜＜会計上の見積りに関する会計上の見積りに関する会計上の見積りに関する会計上の見積りに関する会計上の見積りに関する注注注注注記記記記記＞＞＞＞＞

会計上の見積りは、計算書類作成時に入手可能な情報に基づいて合理的な金額を算出しておりま

す。当事業年度の計算書類に計上した金額が会計上の見積りによるもののうち、翌事業年度の計算書

類に重要な影響を及ぼすリスクがある項目は以下のとおりです。

１．固定資産の減損

(1) 当事業年度の計算書類に計上した金額
(千円)

当事業年度

有形固定資産 16,578,781

無形固定資産 117,969

(2) 識別した項目に係る重要な会計上の見積りの内容に関する情報

連結注記表<会計上の見積りに関する注記>に記載した内容と同一であります。
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２．品質不適切行為関連費用引当金

(1) 当事業年度の計算書類に計上した金額
(千円)

当事業年度末

品質不適切行為関連費用引当金 233,697

(2) 識別した項目に係る重要な会計上の見積りの内容に関する情報

連結注記表<会計上の見積りに関する注記>に記載した内容と同一であります。

＜＜＜＜＜貸借対照表に関する注貸借対照表に関する注貸借対照表に関する注貸借対照表に関する注貸借対照表に関する注記記記記記＞＞＞＞＞

１．担保に供している資産及び担保付債務

(1) 担保資産

(財団抵当)

土地 12,599,354千円

建物・構築物 143,706千円

機械装置 0千円

(不動産抵当)

土地 969,603千円

建物 209,123千円

計 13,921,788千円

(2) 担保債務

短期借入金 3,426,000千円

計 3,426,000千円

(上記のうち工場財団分) 3,426,000千円

２．有形固定資産の減価償却累計額 26,095,812千円

３．関係会社に対する金銭債権及び金銭債務

短期金銭債権 1,327,351千円

短期金銭債務 914,877千円

４．事業用土地の再評価

土地の再評価に関する法律（1998年３月31日公布 法律第34号）及び「土地の再評価に関する法律

の一部を改正する法律」（1999年３月31日改正）に基づき、事業用の土地の再評価を行い、当該再評

価差額から再評価に係る繰延税金負債の金額を控除した金額を土地再評価差額金として純資産の部に

計上しております。

(1) 再評価の方法

「土地の再評価に関する法律施行令」（1998年３月31日公布 政令第119号）第２条第４号によ

るところの地価税の計算のために公表された方法により算定した価額に基づいて、奥行価格補正等

合理的な調整を行って算出しております。

(2) 再評価を行った年月日…2000年３月31日

(3) 再評価を行った土地の期末における時価と再評価後の帳簿価額との差額

当事業年度末において、再評価を行った土地の時価が再評価後の帳簿価額を上回っているため、

差額を記載しておりません。

５．圧縮記帳

国庫補助金等による圧縮記帳額は37,356千円であり、貸借対照表計上額はこの圧縮記帳額を控除し

ております。
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６．偶発債務

当社において、公益社団法人日本水道協会の認証規格（JWWA K139）とは異なる条件で得られた試

験結果により認証を取得した製品、2008年のJWWA K139規格改訂（使用可能な原料を指定）の際、使

用されていた原料の報告を怠ったことにより指定外原料を使用する状態となった製品、同改訂後に指

定外原料を使用して認証登録した製品、日本産業規格への適合性の認証に関する省令に定める基準を

満たしておらずJIS認証の取り消し及び一時停止の通知を受けた製品、及びその他不適切行為が認め

られた製品が確認されました（以下、「本件不適切行為」といいます。）。

公益社団法人日本水道協会の認証規格とは異なる試験条件で得られた結果により認証を取得した製

品及び指定外原料を使用した製品につきましては、2023年３月31日付で認証登録の取消の措置を受け

ておりますが、同日以前に販売したものは、いずれも省令で定める衛生性が確認されております。ま

た、JIS認証の取消及び一時停止の通知を受けた製品及びその他不適切行為が認められた製品はいず

れも塗料性能への影響はないと考えております。また、本件不適切行為に関しては、2024年11月を以

て、すべての認証一時停止が解除されました。今後は、認証取得及び維持のため、引き続き品質体制

の強化に努めてまいります。

なお、2023年５月18日付で株式会社ハズから本件不適切行為に係る損害として総額670百万円の賠

償を求める訴訟の提起を受けており、訴状を2023年６月５日に受領しております。訴訟に関しては弁

護士とも協議のうえ対応してまいります。

現時点で合理的に見積ることが可能な本件不適切行為に係る補償費用については計算書類に反映し

ておりますが、今後の調停、訴訟およびお客様等との協議の結果によっては新たな補償費用が発生す

る可能性があります。

以上のことは当社の今後の業績に影響を及ぼす可能性がありますが、現時点でその影響額を合理的

に見積ることが困難なものについては、計算書類に反映しておりません。



― 18 ―

＜＜＜＜＜損益計算書に関する注損益計算書に関する注損益計算書に関する注損益計算書に関する注損益計算書に関する注記記記記記＞＞＞＞＞

１．関係会社との取引高

営業取引による取引高

売上高 4,301,542千円

仕入高 127,266千円

営業取引以外の取引による取引高 305,961千円

２．公開買付為関連費用

大日本塗料株式会社による当社株式等に対する公開買付に伴い、当事業年度に発生した証券会社や

弁護士に対するアドバイザリー費用等であります。

＜＜＜＜＜株主資本等変動計算書に株主資本等変動計算書に株主資本等変動計算書に株主資本等変動計算書に株主資本等変動計算書に関する注関する注関する注関する注関する注記記記記記＞＞＞＞＞

当事業年度末における自己株式の種類及び株式数

株式の種類 当事業年度期首 増加 減少 当事業年度末

発行済株式 普通株式(株) 31,000,000 3,060,000 － 34,060,000

自己株式 普通株式(株) 22,904 － － 22,904

（変動事由の概要）

普通株式の発行済株式総数の増加は、第三者割当増資による新株の発行3,060,000株でありま

す。

＜＜＜＜＜税効果会計に関する注税効果会計に関する注税効果会計に関する注税効果会計に関する注税効果会計に関する注記記記記記＞＞＞＞＞

１．繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳

繰延税金資産

貸倒引当金 168千円

退職給付引当金 341,781千円

減損損失 162,608千円

関係会社株式評価損 445,396千円

繰越欠損金 1,630,293千円

品質不適切行為関連費用引当金 71,464千円

その他 142,927千円

繰延税金資産小計 2,794,639千円

税務上の繰越欠損金に係る評価性引当額 △1,630,293千円

将来減算一時差異等の合計に係る評価性引当額 △1,164,346千円

評価性引当額小計 △2,794,639千円

繰延税金資産合計 －千円

繰延税金負債

有形固定資産 4,163千円

その他有価証券評価差額金 27,448千円

繰延税金負債合計 31,612千円

繰延税金負債の純額 31,612千円

２．法人税等の税率の変更による繰延税金資産及び繰延税金負債の金額の修正

2025年度税制改正に伴い、2026年４月１日に開始する事業年度以降に解消が見込まれる一時差異

等に係る繰延税金負債については、法定実効税率を30.6％から31.5％に変更し計算しております。

なお、この税率変更による影響は軽微であります。
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＜＜＜＜＜関連当事者との取引に関関連当事者との取引に関関連当事者との取引に関関連当事者との取引に関関連当事者との取引に関する注する注する注する注する注記記記記記＞＞＞＞＞

１．親会社

種類
会社等の
名称

議決権等の
所有(被所有)
割合(％)

関連当事者
との関係

取引の内容
取引金額
(千円)

科目
期末残高
(千円)

親会社 大日本塗料㈱
被所有
直接 50.10

第三者割当
による新株
の引受

第三者割当増
資(注)１

388,620 ― ―

(注) １．当社の行った第三者割当増資を１株につき127円で引き受けたものであります。大日本塗料㈱は、当該取引を

もって当社の親会社に該当することとなりました。なお、議決権等の被所有割合は、期末時点での割合を記

載しております。

２．子会社及び関連会社等

種類
会社等の
名称

議決権等の
所有(被所有)
割合(％)

関連当事者
との関係

取引の内容
取引金額
(千円)

科目
期末残高
(千円)

子会社 ㈱九州シントー
所有
直接 100.00

当社製品の
販売

塗料の販売 374,648 売掛金 180,522

貸付先
短期貸付金 155,000 短期貸付金 155,000

受取利息 744 ― ―

子会社
ジャパンカーボ
ライン㈱

所有
直接 50.00

借入先
短期借入金 800,000 短期借入金 800,000

支払利息 1,868 ― ―

関連会社
神東アクサルタ
コーティングシ
ステムズ㈱

所有
直接 50.00

製造受託

自動車用塗料
製品の販売

2,918,503 売掛金 566,816

和解金の支払
（注）２

70,000 未払金 70,000

技術指導 技術料の受取 44,142 売掛金 14,756

(注) １．取引条件及び取引条件の決定方針等

価格その他の取引条件は、市場価格を参考に決定しております。

技術料については、契約締結時に双方協議の上決定しております。

２．和解金については、双方協議の上決定しております。

３．兄弟会社等

種類
会社等の
名称

議決権等の
所有(被所有)
割合(％)

関連当事者
との関係

取引の内容
取引金額
(千円)

科目
期末残高
(千円)

そ の 他 の
関 係 会 社
の子会社

住化エンバイロ
メンタルサイエ
ンス㈱

なし 製造受託

化成品等の製
品販売

1,624,510 売掛金 615,593

原材料の仕入 1,331,020 買掛金 532,495

(注) １．取引条件及び取引条件の決定方針等

価格その他の取引条件は、市場価格を参考に決定しております。

２．大日本塗料(株)が公開買付により当社株式を取得したため、2025年３月17日をもって住化エンバイロメンタ

ルサイエンス㈱は当社のその他の関係会社の子会社に該当しなくなりました。取引金額及び期末残高は2025

年３月末までの取引高及び残高を記載しております。
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＜＜＜＜＜収益認識に関する注収益認識に関する注収益認識に関する注収益認識に関する注収益認識に関する注記記記記記＞＞＞＞＞

１．収益を理解するための基礎となる情報

収益を理解するための基礎となる情報は、「個別注記表＜重要な会計方針に関する注記＞４．収益

及び費用の計上基準」に同一の内容を記載しているため、注記を省略しております。

＜＜＜＜＜１１１１１株当たり情報に関する注株当たり情報に関する注株当たり情報に関する注株当たり情報に関する注株当たり情報に関する注記記記記記＞＞＞＞＞

１株当たり純資産額 305円 21銭

１株当たり当期純損失 △10円 20銭

＜＜＜＜＜重要な後発事象に関する重要な後発事象に関する重要な後発事象に関する重要な後発事象に関する重要な後発事象に関する注注注注注記記記記記＞＞＞＞＞

該当事項はありません。


